
化学物質適正管理促進のための届出制度（案）の概要 

 
届 出 要 件 

項 目 届 出 事 項 
対 象 業 種 従業員規模のすそ切り 年間取扱量のすそ切り 

届 出 時 期 

① 事業所における化学物質取扱いに係る基礎的事項 
○ 事業所の概要 
・ 事業所の名称、所在地 
・ 従業員数（事業者全体及び当該事業所） 
・ 業種（日本標準産業分類の中分類及び小分類） 
○ 対象化学物質の概要 
・ 取扱う対象化学物質の種類 
・ 取扱目的（用途） 
・ 取扱場所 

○化管法によるＰＲＴＲ制度の

対象業種 
------製造業等２３業種 

○従業員数が５０人以上の事業

所 
（経過措置） 
施行後２年間は、従業員数

が３００人以下の事業者が

設置している事業所は適用

猶予 

○化管法によるＰＲＴＲ制度の

すそ切りと同じ 
------対象化学物質の年間取扱
量が１トン以上（特定第一

種指定化学物質にあって

は０．５トン以上） 
○ＶＯＣの特例 
ＶＯＣに該当する対象化学

物質を合計した年間取扱量が

○施行後６月以内 
○変更後９０日以内 

大阪府環境審議会 揮発性有機化

合物・化学物質対策部会（第４回）参考資料１ 
平 成 １ ８ 年 ８ 月 ４ 日 
管理計画書 

○ 取扱場所を明示した事業所の平面図 
○ 対象化学物質を取扱う工程のフローシート 
② 化学物質の管理の方新及び体制等に関する事項 
○ 目的 
○ 管理方針 
○ 管理組織 
・ 管理組織図 
・ 管理責任者等の業務の概要 
○ 従業員への教育・訓練の実施方法 
○ 関係者への情報提供の方法 
・ 住民への情報提供 
・ 取引先への情報提供（ＭＳＤＳ等） 
③ 管理の改善に関する事項 
○ 取扱量・排出量等の把握の方法 
○ 管理の改善に関する目標 
○ 目標達成期間 
○ 目標達成のための実施計画 
○ 実施計画の進捗状況の把握方法 
○ 検証・評価の方法 
・ 検証・評価の体制と手順 
・ 評価結果に基づく見直しの体制と手順 
 
 
 

１トン以上 
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届 出 要 件 
項 目 届 出 事 項 

対 象 業 種 従業員規模のすそ切り 年間取扱量のすそ切り 
届 出 時 期 

目標達成状

況等報告書 

① 目標達成状況 
○ 目標達成のために実施した対策の内容 
○ 目標の達成状況 
② 検証・評価の結果等 
○ 事業者による検証・評価の実施状況と結果 
○ 評価結果に基づく見直しの内容 

 

○管理計画書を作成し提出した事業者 
ただし、管理計画書の提出後に事業規模の縮小等によって、上記の届出要件に該当しないことと

なった事業所は除く。 

○原則として化管法

によるＰＲＴＲの届

出又は府の取扱量等

の届出制度による届

出の際 
（毎年度、４月１日か

ら６月３０日まで）

 
 

緊急事態対

処計画書 

① 化学物質に係る事故発生に備えた基礎的事項 
○ 対象化学物質の貯蔵状況 
・ 貯蔵する化学物質の種類 
・ 貯蔵施設の種類、数と貯蔵量（最大貯蔵量） 
○ 取扱う化学物質ごとの危険性、有害性の評価結果 
○ 貯蔵場所を明示した事業所の平面図 
○ 配慮施設の位置を明示した事業所の付近見取図 
② 未然防止対策 
（例）・ 従業員への安全対策の周知及び訓練の実施 

・ 工学的対策の実施 
・ 飛散・流出防止対策の実施 
・ 防災資機材の整備 
・ 施設の定期的な保守点検 
・ 作業規準の作成と順守徹底 

③ 緊急事態発生時の対応マニュアル 
（例）・ 事業所内における指揮命令系統及び連絡体制 

・ 関係機関（周辺の配慮施設を含む）への通報体
制及び周辺住民への広報体制 

・ 事業所内の対応体制 
・ 応急措置及び汚染の拡大防止のための措置の実
施方法 

・ 周辺環境影響の把握方法と必要に応じ実施する
浄化対策の実施方法 

 
 

○化管法によるＰＲＴＲ制度の

対象業種 
------製造業等２３業種 

 

○従業員数が５０人以上の事業

所 
（経過措置） 
施行後２年間は、従業員数

が３００人以下の事業者が

設置している事業所は適用

猶予 

○化管法によるＰＲＴＲ制度の

すそ切りと同じ 
------対象化学物質の年間取扱
量が１トン以上（特定第一

種指定化学物質にあって

は０．５トン以上） 
 

○施行後６月以内 
○変更後９０日以内 

  - 2 -



届 出 要 件 
項 目 届 出 事 項 

対 象 業 種 従業員規模のすそ切り 年間取扱量のすそ切り 
届 出 時 期 

○ 対象化学物質の著しい飛散・漏洩等が発生した場合 
ただし、化学物質の輸送過程の事故を除く。 

事故時の報

告 

① 応急措置等に関する事項 
○ 事故の状況 
・ 事故の発生経緯 
・ 飛散・漏洩等に係る対象化学物質の種類 
・ 周辺環境への飛散・漏洩等の状況 
・ 被害状況 
○ 応急措置の実施状況 
② 改善計画等に関する事項 
○ 事故の検証結果等 
・ 事故の発生原因 
・ 事故の検証結果 
・ 環境中に排出した対象化学物質の種類及び量 
・ 周辺環境の汚染状況 
○ 周辺環境を汚染した場合は浄化対策の実施計画 
○ 事故の再発防止のための改善計画 

 
 

○ 全ての業種 ○ 全ての事業所 ○ 全ての事業所 

○応急措置等に関す

る事項の報告 
事故発生後速やか

に 
○改善計画等に関す

る事項の報告 
原因究明等の進捗

状況に応じて 
 

取扱量等の

届出 

① 製造量、使用量その他の取扱量 
○ 「製造量」「使用量」「製造量・使用量以外の取扱量」
に分けて把握し届出 

② 排出量及び移動量 
○ 排出量については、「大気への排出量」「公共用水域
への排出量」「当該事業所における土壌への排出量」

「当該事業所における埋立処分量」に区分して把握

し届出 
○ 移動量については、「下水道への移動量」「廃棄物と
して当該事業所の外へ移動する量」に区分して把握し

届出 
○ ＶＯＣの特例 
個々の対象化学物質（届出要件に該当するものに限

る）ごとの排出量等のほか、揮発性有機化合物総量

についても把握し届出 
○ 化管法による届出への特例 
化管法に基づいて排出量等を把握し届出する場合

は、府の届出制度は適用除外 
 

○化管法によるＰＲＴＲ制度の

対象業種 
------製造業等２３業種 
○ 燃料小売業の特例 
「届出要件に該当しなくなっ

た旨の報告」のみ届出 
 

○化管法によるＰＲＴＲ制度の

すそ切りと同じ 
------従業員数が２１人以上の

事業者が設置している事

業所 
 

○化管法によるＰＲＴＲ制度の

すそ切りと同じ 
------対象化学物質の年間取扱
量が１トン以上（特定第一

種指定化学物質にあって

は０．５トン以上） 
○ＶＯＣの特例 

ＶＯＣに該当する対象化学

物質を合計した年間取扱量が

１トン以上 

○ 毎年度、４月１日
から６月３０日まで

の間に、前年度の排

出量等を届出 
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届 出 要 件 
項 目 届 出 事 項 

対 象 業 種 従業員規模のすそ切り 年間取扱量のすそ切り 
届 出 時 期 

 ③ 排出量・移動量の増減等の理由 
○ 排出量・移動量が前年から大きく増減している場合
はその理由 
○ 排出量・移動量の届出をする対象化学物質の種類が
前年度から変化している場合はその理由 

④ 届出要件に該当しなくなった旨の報告 
○ 取扱量の減少等によって化管法及び府の届出制度
で定める届出要件に該当しなくなった場合は、その

旨を報告 
⑤ その他の届出事項 
○ 化学物質の取扱目的（用途） 
○ 事業者全体の従業員数 
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